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社団法人圓本 トシネル撞術協会鋤年②歩み

日本 トンネル技術協会

30年 の歩み

㊥1975年8月1日 運輸 ・建設両大臣認可 により,

(社)日 本 トンネル技術協会 として設立.

・目 的:ト ンネルの建設および維持管理に関

す る調査研究を行い,地 下利用技術の進歩向

上を図 ることによって,国 土の保全 と公共の

福祉 に寄与する.

・OECDの 勧告を受 けて設立 され たITA(国 際

トンネル協会)の 加盟国代表機関

(現在53か 国が加盟).

・6っ の調査研究:

① トンネル工事の請負契約および積算

② トンネルの施工技術

③ トンネル工事の安全,環 境

④ トンネル技術に関する研究成果の活用

⑤ トンネルの保守

⑥ 地下利用の開発

・行事広報 として催物の開催,図 書の発行,機

関誌 「トンネルと地下」 の発行.

㊥1978年5月,東 京にITAの 総会を招致す るとと

もに 「悪条件下の トンネル技術」 をテーマ とし

た国際会議を主催.

⑪1985年7月,設 立10周 年記念事業 を実施.

(シ ンポジウム,発 表会,展 示,特 別講演)

㊥1986年3月,海 底 トンネル国際会議を主催

⑭1990年3月,15周 年記念事業 として シンポジウ

ムを開催

(大深度地下利用技術の現状 と将来展望)

⑭1995年1月,タ イのバ ンコク市 において 「東南

アジァ地下空間利用 シンポジウム」 を主催

⑭1995年8月,設 立20周 年記念事業を実施.

(記念講演,一 般対象 の現場見学会,東 京駅丸

の内 コンコースにて トンネルのパネル展示)

⑲1997年10月,オ ランダ地下建設センター(COB)

と,地 下建設分野 における協力 と情報交流に関

す る協定を締結.

第1回 目を1998年9月 日本で開催.以 降,毎 年

相互交流を実施.

(今年10月 第8回 目をオランダで開催予定)

⑬2000年8月,設 立25周 年記念事業を実施

(記念講演,一 般対象 の現場見学会,特 別講演会)

調 査 研 究 委 員 会 の 活 動

① 契約 積算 委員 会

設立時の契約委員会 と積算委員会は,研 究過程

で互いに関連深 く昭和58年 契約積算委員会 と改組

された.委 員会の もとにITA契 約部会の対応 の委

員会 として契約小委員会(の ちにITA契 約対応分

科会,　ITAリ スク分科会,　ITA地 下工事契約分科

会 と名称が変更 となる),お よび山岳 トンネル ・

都市 トンネルの小委員会を設置 契約積算の諸問

題や契約積算 の実態を調査 しその集計分析結果を

広報 している.

② 施工 技術 委員 会

協会設立の昭和50年 度より急速施工技術の確立

を目途 としスター トした.昭 和57年 度 までは,山

岳工法を主 とした現場技術者 の意識調査,漏 水 ・

っ らら防止 にっいて調査研究を進 めた.そ の後,

山岳 トンネルの補助工法,防 水 シー ト,吹 付けコ
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ンク リー ト,　TBMな ど幅広 く調査研究を実施 し

た.ま た,昭 和58年 度に入 って都市 トンネル(シ ー

ル ド工法)に 関す る研究がスター トし裏込め注入

技術,機 種 と適用性,密 閉型 シール ドの施工管理

などについて調査研究を実施 した.

なお,設 立時独立 していた資材機械委員会 は,

昭和58年 度 に施工技術 と密接 な関係か ら施工技術

委員会の資材機械小委員会 として改組され,機 械 ・

資材ハ ンドブック,機 械便覧,資

機材の変遷史などを取 りまとめた.表 一1

③ 安 全環 境委 員 会

発足当初,安 全環境委員会のも

とに,安 全対策小委員会 と環境保

全小委員会でスター トした.安 全

対策小委員会では,労 働災害防止

およびITA安 全作業部会の対応 を,

環境保全小委員会では,作 業環境

および周辺環境対策を主 としそれ

ぞれ活動 を実施 した.

昭和62年 度か らは,と くに小委

員会を常設 として設 けず必要 に応

じ分科会を構成 し活動 を実施 した.

④ 研究 開発 委 員会

昭和52年 度ITA研 究開発部会対

応の委員会 として設置 された。

ITAの 課題(シ ール ド工法調査,

地下処分,沈 埋 ・浮 き トンネル)

に対処す るとともに,国 内外の興

味のある技術資料 を抽 出 し整理の

うえ,会 報 「文献紹介欄」で紹介

している.

⑤ 保 守管 理委 員 会

昭和53年 度ITA保 守管理部の対

応 として安全環境委員会 に設置 さ

れた小委員会 は,昭 和58年 度よ り

開通(供 用)後 の トンネル保守管理

の重要性か ら保守管理委員会 とし

て発足 した.

ITA保 守管理部会の対応をはじ

め国内での トンネル メンテナ ンス

に係わる調査研究を実施 した.

⑥ 地下 利 用委員 会

ITA地 下利用部会の対応 として国際委員会にお

いて活動 していたが,昭 和58年 より地下利用委員

会 として発足 した.

地下利用に係わる,法 令,防 災,地 下空間の有

効性など地下利用 にあたってのソフ ト面的な活動

を主 として実施 している.

歴代会長,副 会長,専 務理事,常 務理事の一覧

＼ 会 長 副 会 長 副 会 長 専 務 理 事 常 務 理 事

1975 篠 原 武 司 尾之内由紀夫 佐 藤 欣 治 北 村 市太郎 上 村 公 明

1976 !ノ ノ/ /ノ ノノ ノノ

1977 ノノ /ノ ノノ ノノ ノ!

1978 ノノ /ノ ノノ ノノ ノノ

1979 ノ/ ノノ ノノ ノノ ノノ

1980 ll ノ/ ノノ ノ/ ノノ

1981 尾之内由紀夫 高 橋 浩 二 前 田 忠 次 ノノ /ノ

1982 ノノ ノノ 石 川 六 郎 ノノ /ノ

1983 〃 !/ ノノ ノ/ ノノ

1984 ノノ 半 谷 哲 夫 /ノ 福 地 合 一 ノノ

1985 ノノ 内 田 隆 滋 本 田 茂 ノノ 中 村 勘四郎

1986 ノノ ノ/ 熊 谷 太一郎 /ノ ノ!

1987 内 田 隆 滋 浅 井 新一郎 ノノ ノノ ノノ

1988 浅 井 新一郎 岡 田 宏 ノ/ ノノ ノノ

1989 ノノ ノノ ノノ ノノ ノノ

1990 ノ/ ノノ 柴 田 平 〃 ノノ

1991 /ノ ノ/ /ノ ノ! ノ!

1992 /! ノノ ノノ ノノ /ノ

1993 ノノ 永 尾 勝 義 /ノ ノノ ノノ

1994 ノノ /ノ /ノ /ノ ノノ

1995 岡 田 宏 三 谷 浩 戸 田 守 二 ノノ ノノ

1996 ノノ ノノ ノノ ノノ ノノ

1997 ノ/ 〃 ノノ !ノ ノノ

1998 萩 原 浩 高 松 良 晴 梅 田 貞 夫 宮 ロ サ 秀 角 田 千 平

1999 ノノ /ノ /ノ /ノ ノ!

2000 !ノ 小 森 博 !ノ ノノ ノノ

2001 ノ/ ノノ ノノ ノノ ノノ

2002 il ノノ ノ! 〃 !ノ

2003 三 谷 浩 ノノ ノノ ノノ ノノ

2004 ノ/ 〃 /ノ ノノ 清 水 啓 治

2005 小 森 博 佐 藤 信 彦 葉 山 莞 児 ノノ /ノ
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受 託 業 務 の 活 動

受託 調査 研 究実 績

(旧)日本鉄道建設公団は,現)鉄 道 ・運輸機構と表示し

た.)

躍)国 土交 通省

・本尊岩地区防災局改施工計画業務

・横須賀 トンネル技術検討業務

・庵谷 トンネル改良検討業務

・大深度地下利用 に関する技術開発 ビジョンの検

討に関す る調査(長 距離高速掘進技術部門,構 造

物の耐久性部門,拡 幅分岐部門,多 様断面部門,

排土処理 ・輸送部門)

・大深度地下における都市型NATM適 用検討調査

・大深度地下利用事業の施工および利用者管理 の

経済性 に関する検討調査

・大深度地下 における都市部山岳工法の適用 に関

する調査

・大深度地下 における都市部山岳工法の近接影響

に関する調査

・甲子 トンネル技術検討業務

(2)厚 生 労働省

・建設工事 に使用 される軌道装置の性能向上 に対

応 した安全対策の検討

(3)労 働省

・坑内で使用す る建設機械に関す る安全作業基準

の作成

・安全施工のためのボー リング等の事前調査の方

法に係わ る基準研究

・セーフティ ・アセスメ ント指針の具体的方法 に

関す る研究

・推進工事の安全基準に関す る調査研究

・運搬設備による危害の防止に関する技術基準の

作成

・肌落ちなどによる危害防止基準の作成

・シール ド工事の安全施工技術基準の作成

・換気設備などに関す る技術基準の作成

・爆発災害の防止 に関す る技術基準の作成

・坑内の照明,通 路 などの作業環境 に関する技術

基準の作成
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・NATMに お ける安全 対策 に関す る調 査研 究

・小断面 トンネル掘削 にお け る安 全対 策 に関す る

調査研究

・泥水式 シール ド工事の安全に関す る調査研究

・山岳 トンネル坑 口施工の安全対策に関す る調査

研究

・坑内交通安全 システムに関す る調査研究

・山岳 トンネルにおける斜坑 ・立坑工事 における

安全対策 に関する調査研究

・山岳 トンネルにおける補助工法の安全対策 に関

する調査研究

・建設機械の安全 に関す る調査研究

・都市 トンネル工事に係わる安全評価に関する研

究

・山岳 トンネルの大断面掘削における安全対策に

関する調査研究

・トンネル工事に係わるセーフティアセスメ ント

指針(山 岳 トンネル)の 改訂 に関する調査研究

・山岳 トンネルにおける機械掘削作業の安全施工

に関す る調査研究

(4)科 学技 術庁

・地下防災避難 システムモデルの作成

(5)日 本国 有鉄道

・トンネル施工法の改善方策 に関する調査および

長大 トンネル掘進速度向上方策に関する調査

・トンネル工事用機械設備調査

・トンネル工事による湧水 ・渇水に関す る実態調

査の集計

・トンネル湧水およびっ らら防止工の調査研究

・膨張性地 山における鉄道 トンネルのNATMの

適用性 に関する文献資料の調査研究

・トンネル工事濁水処理工法の経費 に関する調査

・NATM施 工例の収集調査

・トンネル湧水の排水設備および水利用状況に関

す る実態調査

・アース トンネルの設計施工法等に関す る資料収

集調査

・鉄道 トンネルのNATMの 計測指針に関す る調

査研究

・総武線東京 ・両国間地下 トンネル漏水調査
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トンネル と地 下

・トンネル変状の実態調査とその原因の解明に関

する研究

・膨張性地山 におけるNATMの 合理的施工法の

調査研究

・NATMに よる トンネル改築に関す る調査

・トンネル ライニ ングの合理的施工法に関す る資

料収集調査

・硬岩NATMに お ける二次覆工 の設計施工 に関

する調査研究

・鉄道 シール ドトンネルの漏水対策に関する調査

研究

・鉄道 トンネルにおけるNATMの 吹付け コンク

リー トによる トンネル覆工調査研究

・赤羽台 トンネル防震対策 の研究

・九州新幹線 シラス地盤 トンネルの施工法 に関す

る調査研究

・信濃川 水 力 トンネ ル軟岩 湧水 区間 にお け る

NATMの 経済的な設計 ・施工法の調査研究

・トンネルの補強 ・補修法に関する研究

(6)首 都 高速 道路 公団

・都市内 トンネルの新 しい施工法に関する調査研

究

・居住地域 における非開削 トンネルの設計 ・施工

に関する調査研究

・都市内における非開削長大 トンネルの合理的設

計施工 に関する調査研究

・首都高速道路における地中構造物に関する調査

研究

・トンネル分合流部の非開削施工方法に関す る技

術動向調査

・トンネルの止水構造 に関す る調査検討

(7)日 本 道路 公団

・扁平大断面めがね トンネルの設計施工 に関する

調査

・トンネル工事濁水処理方法に関す る調査

・北陸 自動車道膨張性地山 トンネルの設計 に関す

る研究

・急速先進ボーリング機械に関す る調査研究

・トンネル工事 の発破振動および騒音対策 に関す

る調査研究

・硬岩の低振動,低 騒音掘削に関する調査研究

・薬液注入工事による環境汚染防止に関す る調査

研究

・トンネル湧水調査 に関する調査研究

・関越 自動車道関越 トンネルロックボル トエ の現

場設計法に関す る研究

・トンネル工事 の仮設備 とその環境対策 に関する

調査研究

・山岳 トンネル施工 に伴 う地表沈下 の防止対策 に

関す る調査研究

・海南湯浅道路換気立坑の設計施工技術 に関する

調査研究

・四国横断 自動車道 トンネル群の設計 ・施工技術

に関する調査研究

・トンネル爆破技術 に関する調査研究

・山岳 トンネルの漏水防止の設計 ・施工 に関する

調査研究

・トンネル工事(NATM)の 実態調査

・山岳 トンネルの事前調査 に関する研究

・トンネル施工 に伴 う湧水,渇 水 に関す る調査研

究

・プ レキ ャス ト覆工 に関する研究

・山岳 トンネルの地山評価 に関する研究

・山岳 トンネルの坑 口部および坑内交差部の設計

施工に関する研究

・トンネル内吹付 けコンクリー ト施工時の坑 内作

業環境 に関す る調査研究

・山岳 トンネルの施工管理 のあり方 に関する調査

研究

・山岳 トンネルの防 ・排水工に関す る調査研究

・トンネル工事における換気設備 に関す る調査研

究

・山岳 トンネルの施工法 に関する調査研究

・構造物 に近接 した トンネルの設計 ・施工 に関す

る調査研究

・都市型 トンネル掘削工法施工技術に関す る調査

研究

・山岳 トンネルの新 しい一時覆工工法 に関す る研

究

・山岳 トンネルの老朽化対策 に関す る調査研究
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社団法人 日本 トンネル技術協会30年 の歩 み

・全断面掘削施工法 に関す る調査研究

・山岳 トンネルのロックボル トの施工 に関す る調

査研究

・大断面 トンネルの設計 ・施工法に関する調査研

究

・トンネル地山の評価手法に関す る調査研究

・第二東名 ・名神 トンネルの合理的支保構造 に関

する検討

・東海北陸 自動車道小瀬子 トンネルNTL施 工検

討

・トンネルの仮設備等に関す る調査研究

・中硬岩地山における機械化掘削に関する調査検

討

・山岳 トンネルの覆工に関す る調査検討

・トンネル計測工の活用 に関する調査検討

・覆工防水工の特性 に関す る調査検討

・秋 田自動車道湯 田第ニ トンネルTBM施 工 に関

す る調査検討

・大断面 トンネルの合理的設計 ・施工法 に関する

基礎検討

・北陸自動車道TWS施 工計画検討

・北陸 自動車道泥岩 トンネル急速施工検討

・トンネルの新 しい支保材料 に関する検討

・効率的な爆破技術 に関す る調査検討

・東海北陸自動車道天生 トンネル機械掘削施工計

画検討

・トンネル覆工 に関す る調査研究

・補助工法の効率的な設計 ・施工法 に関する調査

検討

・トンネル空間を利用 した管路配置 に関する検討

・特殊 トンネルの設計 ・施工に関する調査研究

・TWS工 法の設計 ・施工 に関す る調査研究

・トンネル工事中の濁水処理に関する調査研究

・トンネルの合理的な施工 ・品質管理手法 に関す

る調査検討

・トンネル本体坑 と道路付属設備に関す る調査検

討

・トンネル工事中の換気設備に関す る調査研究

・トンネルの合理的探査手法に関す る検討

・トンネル解析手法の適用 に関する検討

・トンネルの長期耐久性向上に関す る検討

・トンネル支保構造の合理化に関す る検討

・都市 トンネルの耐震設計の適用に関す る検討

・新規材料による支保構造の検討

・非破壊検査 による トンネル長期耐久性検証法に

関する検討

・都市 トンネルの合理的設計 ・施工に関する検討

(8)鉄 道 ・運 輸機 構

・海峡線連絡鉄道の技術に関す る文献資料調査

・長大山岳 トンネルに関す る文献資料調査

・京葉線台場ずい道工事の シール ド掘削に関す る

研究

・仮設建物等実態調査

・長大山岳 トンネル工事契約示方のあ り方 に関す

る研究

・上越新幹線建設に伴 うトンネル排水 ・湧水に関

する汚濁調査研究

・　NATMの 積算 および契約示方 に関す る資料 の

調査

・上越新幹線建設に伴 うトンネル湧水対策に関す

る調査

・京葉都心線 トンネルの設計 ・施工技術に関す る

研究

・タイヤ方式による トンネルず り運搬を考慮 した

トンネルの設計 ・施工 に関す る研究

・土かぶ りの薄 い未固結地山における大断面 トン

ネルの掘削方式 と施工管理方法 に関する研究

・北越北線鍋立山 トンネルの設計 ・施工技術の研

究

・九州新幹線 シラス地盤 トンネルの設計 ・施工法

に関する調査研究

・北陸新幹線秋間 トンネル(東 工区)に おける掘削

覆工併進工法の合理的な設計 ・施工に関す る研

究

・青函 トンネル施設調査

・東北新幹線膨張性地山 トンネルの合理的な掘削 ・

支保の設計 ・施工の研究

・常磐新線地下構造物の設計 ・施工技術の研究

・臨海副都心線天王洲付近にお ける道路 トンネル

との近接交差 に関す る研究
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トンネルと地下

・シラス地盤における トンネルおよび路盤 に関す

る調査

・東北新幹線岩手 トンネル他の合理的な掘削支保

の設計施工法の研究

・臨海副都心線台場 トンネルの沈下等に関す る研

究

・施工能率作業環境の向上を目指 した高品質吹付

けコンク リー ト工法 の開発

・北陸新幹線飯山 トンネル他合理的な設計 ・施工

に関す る調査研究

・山岳 トンネルの高速掘進工法の調査研究

・東北新幹線八甲田 トンネル設計 ・施工の研究

・臨海副都心線二期線地盤掘削問題 に関す る研究

・上飯 田連絡線 ・瀬古 トンネル(シ ール ド)施工検

討

・臨海副都心線天王洲T他 設計 ・施工問題 に関す

る検討

・みなとみ らい21線 地盤掘削問題 に関する研究

・東北新幹線 トンネルの設計 ・施工の研究

・臨海副都心線大井町駅他設計 ・施工問題に関す

る研究

・常磐新線常磐 自動車道Tに 係わる設計 ・施工技

術 の研究

・亀裂型 トンネル湧水の止水工法 に関する研究

・九州新幹線筑紫 トンネルの施工方法ならびに渇

水対策 に関する調査検討

・常磐新線他掘削問題 に関す る研究

・シール ドトンネル工事 に伴 う掘進管理および計

測結果 に関する分析評価

(9)水 資源機 構

・豊川用水二期 トンネル技術実態調査等業務

(10)本 州 四国連絡橋 公 団

・鷲羽山 トンネルの技術検討業務

・民家密集地 における被 りの浅 い トンネル工法の

検討

(11)東 京都

・市街地における下水道 シール ド工法の覆工の効

果的なあり方に関する実験的研究

・まだ固ま らない人工軽量骨材 コンクリー ト圧送

試験等に関す る実験的研究

・神 田川調節池 セグメ ント実験的調査研究

・下水道管渠 に係わる場所打 ちコンクリー トライ

ニ ング(ECL)シ ール ド工法 の調査研究

・シール ドトンネルにおける二次覆工 に関する調

査

・環2・ 環3シ ール ドトンネル技術検討

・足立区花畑七,八 丁目付近枝線工事 における縦

横連続 シール ドの施工 に関する調査研究

・シール ド工事における裏込あ材の効果的なあり

方 に関す る調査研究

・第二十二社幹線工事における縦横連続 シール ド

の施工に係 わる調査

・環状第2号 線特殊地下構造物の検討

・地下鉄13号 線交差に伴 う新宿 シール ド補強工事

技術検討

・府中3・4・7号 線立体化工事における施工法 に

っいての技術提案

(12)神 奈 川県

・帷子川分水路 トンネル工事技術検討業務

・帷子川分水路 トンネルの維持管理に関す る調査

研究

・久里浜田浦線山岳 トンネル設計 ・施工に関する

研究

・道路改良工事 に関する調査研究

・三浦半島中央道路の トンネル設計 に伴 う技術検

討

・河川改修工事 に関する調査研究

・阿部倉 トンネル施工検討

(13)横 浜市

・高速鉄道1号 線下永谷駅 山岳 トンネル部分の設

計 ・施工 に関す る研究

・高速鉄道3号 線三 ツ沢下町駅 および三 ツ沢上町

駅の山岳 トンネルの設計 ・施工に関す る研究

・高速道路 と交差する横浜市高速鉄道3号 線の設

計 ・施工 に関す る調査研究

・横浜市高速鉄道3号 線鶴見川 シール ドにおける

地震 の影響 の設計 ・施工 に関する研究

・都市計画道路環状2号 線(仮 称)港 南 トンネルの

設計 ・施工に関す る調査研究

・都市計画道路環状2号 線(仮 称)港 南 トンネルの

7



歩道に対す る調査検討

・都市計画道路桜木東戸塚線(平 戸地区)ト ンネル

工法検討

(噛4)　 JIl崎市

・川崎縦貫高速鉄道線事業費縮減等検討調査

(』5)北 九州 市

・新北九州空港アクセス鉄道 トンネル部技術検討

調査

G6)東 京 地 下鉄(株)

・環境保全 に関する調査研究

・発生土再利用に関す る調査研究

・生 コンク リー トの配合 に関する調査研究

・13号線建設工事 に伴 う新埋戻 し材 の調査研究

(17)東 日本旅客鉄道(株)

・円形PCRト ンネルの設計お よび施工法 に関す

る研究

・山岳鉄道 トンネルの施工技術に関す る研究

・吾妻線岩島 ・長野原線路付替の設計 ・施工技術

に関す る研究

・吾妻線付替 八 ッ場 トンネルに関す るTBMの 設

計仕様および施工管理技術 の研究

日8)東 海 旅 客鉄道(株)

・東海道新幹線 トンネルに関す る調査検討委託

(19)東 京 湾 横断道 路(株)

・東京湾横断道路セグメン ト継手試験

・東京湾横断道路 トンネル防水試験

・東京湾横断道路実物大セグメ ント性能確認試験

(2⑪)東 大 阪 生駒 電鉄(株)

・東大阪生駒 トンネルの施工に関す る調査研究

(2D東 京 都 地下鉄 建設(株)

・地下鉄12号 線環状部特殊設計 ・施工技術 の検討

・地下鉄12号 線汐留連絡線施工技術の検討

(22)東 京 電 力(株)

・深部洞道建設技術 に関する建設のうち地 中送電

用深部立坑 ・洞道 の調査 ・設計 ・施工指針

・重要構造物近接部 における設計 ・施工指針の研

究

・合理的 トンネル設計 ・施工のための諸測定の調

査研究

・都市の地下空間の高度有効利用方策に関する調

社 団法人 日本 トンネル技術協会30年 の歩み

査

・薬液注入工法の設計 ・施工の研究

・都市 における多目的地下空間の開発に関す る調

査

・水力発電所の長大 トンネルの施工法に関す る研

究

・地下掘削技術開発の調査

・民有地地下における公共公益施設整備の具体的

な方策などに関す る調査

・TBMを 使用 した掘削の合理化に関す る研究

・立坑建設技術の調査

・超長距離 シール ド工法に関す る調査研究

・土圧 シール ドにおける掘削土の搬送方法に関す

る調査

・合理的なセグメント覆工設計法の研究のうちシー

ル材によるセグメ ント止水設計指針検討

・近接施工 に関す る施工実態の調査および分析業

務

・立坑の効果的建設 に向けた設計手法 に関する検

討

・電力用都市 トンネルへの性能照査型設計の適用

に関す る研究

・東京湾横断長距離海底 シール ドの施工技術検討

(23)関 西 電力(株)

・トンネル掘削に伴 うゆるみ領域の調査

・　TBMに よる山岳 トンネル破砕帯部の掘進速度

向上対策および地 山安定工法の設計

・TBM掘 削にお ける トラブル事例お よび対策工

法調査検討

・大口径TBM掘 削における合理的支保工検討

・地下 における空間有効利用方策に関す る調査検

討

(24)日 本 原燃(株)

・余裕深度処分空洞基本設計(そ の1)の うち空洞

に関する評価

(25)小 田急 電鉄(株)

・小田急下北沢地区線増連続立体交差事業技術検

討

(26)日 本 土木 工業 協会

・外国文献(契 約)の 翻訳および編集
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トンネル と地 下

(27)久 保 田鉄工(株)

・ダクタイルパイプ支保工 の実用化に関す る研究

(28)鋼 材 倶楽 部

・スチールファイバーコンク リー トの トンネル用

設計 ・施工指針 の作成

(29)ECL協 会

・ECL工 法設計指針案 の作成

(30)地 下 構造 物防水 技術 協会

・地下駅等地下構造物における防水工設計 ・施工

に関す る研究

(31)建 設業 労 働災害 防止 協会

・ずい道関係の作業主任者技能講習テキス ト改訂

のたあの調査研究

(32)高 速道 路技 術 セ ンター

・避難坑TBM施 工技術検討

国際関係事業の活動

昭和49年9月 に当協会 が加盟 国代 表機関 と して

ITA(国 際 トンネル協 会)に 登 録 されて以来,国 際

委員会 が窓 口 と して国 際技術交流 活動 を実施 して

い る。

具体 的 に は,　ITAの 総会,シ ンポ ジウムな ど各

種事業 に参加 協力 す る とと もに作業 部会 の活動 に

も積極 的 に参 加 し,各 委員 会 に海外 情報 を提 供 し

て い る。

以下 に加盟 国,総 会 ・シ ンポ ジウム開催状 況,

現在 の役 員,作 業部 会 お よび国 内対 応窓、口を示す.

(1)加 盟 国(53か 国)

南 アフ リカ,ド イ ツ,ア ル ジェ リア,オ ース ト

ラ リア,オ ース トリア,ベ ルギー,ブ ラ ジル,カ

ナ ダ,中 国,コ ロ ンビア,韓 国,ス ペイ ン,ア メ

リカ,フ ィ ンラン ド,フ ラ ンス,デ ンマ ーク,ハ

ンガ リー,イ ン ド,レ ソ ト,ア イス ラ ン ド,イ タ

リア,日 本,メ キ シコ,ノ ル ウ ェー,ニ ュー ジー

ランド,オ ランダ,ポ ーラン ド,イ ギ リス,ス ウェー

デ ン,ス イス,ス ロヴ ァキ ア,ベ ネ ズエラ,エ ジ

プ ト,モ ロッコ,タ イ,ポ ル トガル,ロ シア,ル ー

マニ ア,チ ェ コ,ト ル コ,ギ リシャ,サ ウ ジア ラ

ビア,ス ロベ ニァ,ブ ルガ リア,イ ラ ン,シ ンガ

ポール,ウ ク ライ ナ,イ ス ラエル,マ レー シア,

表一3国 際 トンネル協会総会および トンネル会議 の開

催状況

回 年 開 催 地 同時開催 トンネル会議 のテーマ

1 1975 ミ ュ ン ヘ ン

2 1976 ロ ン ドン トン ネル 施 工1976

3 1977 ス トック ホ ル ム 地 下 貯 蔵(ロ ック ス トア77)

4 1978 東 京 悪条件下のトンネル技術

5 1979 ア トラ ンタ 急速掘進(RETC)

6 1980 ブ リュ ッセ ル 安全

7 1981 ニ ー ス ロ ー コ ス ト

8 1982 ブ ラ イ トン エ ネ ル ギ ー(ト ンネ リ ング'82)

9 1983 ワル シ ャワ 環境

10 1984 カ ラ カ ス
複雑 な地質 における トンネル工

事

11 1985 プ ラハ 都市における地下施設

12 1986 フ ィ レ ン ッ ェ 大規模地下空洞

13 1987 メル ボ ル ン

TBMか 発 破 か

(第6回 オ ー ス トラ リア ・ ト ン

ネ ル 会 議)

14 1988 マ ド リ ッ ド トンネル と水

15 1989 ト ロ ン ト トンネル技術の進歩 と革新

16 1990 成 都
トンネル ・地下 工事,そ の今 日

および将来

17 1991 ロ ン ド ン
輸 送 用 トン ネ ル

(ト ンネ リ ング91)

18 1992 ア カ プル コ トンネル工事の新 しい世界

19 1993 ア ム ス テ ル ダ ム トンネルのた めの選択権利

20 1994 カイ ロ トンネル建設 と地 山条件

21 1995 シュツッツガル ト
トンネル建設 における世界 的な

刷新

22 1996 ワ シ ン ト ン
トンネル建設,地 下空間 と維持

の開発

23 1997 ウ イ ー ン 人類 のための トンネル

24 1998 サ ンパ ウ ロ トンネル と大都市

25 1999 オ ス ロ 21世紀 への挑戦

26 2000 ダ ーバ ン
圧 力 下 の ト ンネ ル(TUNNEL

UNDER　 PRESSURE)

27 2001 ミラ ノ
2000年 以降の トンネル施工 にお

け る発展

28 2002 シ ド ニ ー 現代 の トンネルー挑戦 と解決

29 2003 ア ム ス テ ル ダ ム 地下空間の再生

30 2004 シ ンガ ポ ー ル
持続可能な都市の発展のための

地下空間

31 2005 イ ス タ ンブ ー ル
地下空間利用一過去の分析と未

来への教訓
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社団法 人 日本 トンネル技術協会30年 の歩み

チ リ,ク ロアチア,ベ トナム,イ ンドネシア

(2)国 際 トンネ ル協 会 総 会 お よ び トンネ

ル会 議 の開 催状 況

表一3に国際 トンネル協会総会および トンネル会

議の開催状況を示す.

(3)役 員

会 長　H.　Parker　 (ア メ リカ)

名 誉 会 長　A.M.MuirWood　 (イ ギ リス)

前 会 長　A.　Assis　 (ブ ラジル)

副 会 長 小野絋一(日 本)

表一4,作 業部会名と部会長

部 会 名 部 会 長

契 約 E.Leca　 (フ ラ ン ス)

研 究 開 発 ADix(オ ー ス ト リア)

保 守 管 理 HRusse1　 (ア メ リカ)

機 械 化 掘 削 KFukumoto　 (日 本)

安 全 衛 生 D.Lamont　 (イ ギ リ ス)

沈 埋 ChJngerslev(ア メ リカ)

吹 付 け T℃elestino　 (ブ ラ ジ ル)

環 境 J.KGRohde　 (ノ ル ウ ェ ー)

品 質 C.Oggeri　 (イ タ リ ア)

大 深 度 長 大 ト ン ネ ル P.Grasso　 (イ タ リ ア)

ト レ ー ニ ン グ DPeila　 (イ タ リア)

都市 トンネルの問題 と解決 SNelson　 (ア メ リカ)

山 岳 工 法 旺Ehrbar　 (ス イ ス)

表 一5

理

〃

〃

〃

ll

it

〃

II

/ノ

ノノ

事

専 務 理 事

長

韻

事

作

納

監

理

十

＼ノ

き
ロ

　

出

会

準

ぐ
・

M.　 Knights

H.　 Wagner

Y.　 Erden

P.　Grasso

W.Liu

I.　Lee

E.Grov

F.　Gruebl

Y.　 Leblais

M.　 Belenkiy

C.　Berenguier

(ITA事 務 局,

F.　Vuilleumier

S.　Calinescu

J.　P.　Godard

(イ ギ リ ス)

(オ ー ス ト リ ア)

(ト ル コ)

(イ タ リ ア)

(中 国)

(韓 国)

(ス ウ ェ ー デ ン)

(ド イ ツ)

(フ ラ ン ス)

(ロ シ ア)

(フ ラ ン ス)

スイ ス)

(ス イ ス)

(ル ー マ ニ ア)

(フ ラ ン ス)

業部 会

表一4に部会名と部会長を示す.

オ ラ ン ダ 地 下 建 設 セ ン タ ー(COB)と

の 交 流

日蘭両国の トンネル技術者の地下建設分野にお

ける協力を強化す るため,情 報交流,技 術および

知識の共有,協 力対象諸計画の確認を行 うことに

より,協 力の助長,促 進に努力す ることを目的と

する(1997年10月17日 東京 において協定締結).

オランダ地下建設センター((;C)B)との交流会議の開催状況

回 年 月 開 催 地 会 議 の テ ー マ

1 1998年9月 東 京
両 国の トンネル工事(シ ール ド)の現状,技 術紹介,安 全対策,鉄 道 トンネルの空気力学 問題 等 に

ついて発表

2 1999年11月 ア ム ス テル ダ ム 安全対策,近 接 施工,地 下 空間利用,空 気力学,シ ール ドの新技術

3 2000年4月 大 阪
日蘭交 流400周 年記念 事業 「デ ・レイケ記念 シ ンポジウム」 トンネルの安全管理 シール ド技 術,

沈埋 トンネル,空 気力学,空 間計画 と地下利用

4 2001年9月 ハ ー グ 安全,地 下利 用の有利性,地 上 と地下のアクセス,大 深度地球環境

5 2002年10月 東 京

マス ター クラス1沈 埋 トンネル,道 路 トンネルの火災対策

ワー クショップ:地 下空 間の計画 と開発,地 下鉄建設 における近接施工

施工例,ト ンネル維持管理

6 2003年10月 デ ル フ ト
マス ター クラス1地 盤改良,大 深度立坑

ワーク ショツプ ニ地下河川,環 境問題対策,　VEの 実施

7 2004年11月 東 京
セ ミナー1国 際 ビ ジネス推 進戦略

ワー クショップ1道 路 トンネル の火災対策 トンネルの洪水対策,発 展途上国へ の技術移転

8 2005年10月 ア ム ス テ ル ダ ム
セ ミナ ー1地 下 利 用 の環 境 に対 す る利 点 と欠 点

ワー ク シ ョ ップ1地 下 プ ロ ジェ ク トの コス ト削減,今 後 の トンネ ル プ ロ ジ ェ ク トそ の技 術 的課 題
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